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一般廃棄物処理事業実態調査処理状況調査票

〔市町村用〕
この調査は、市町村及び事務組合における廃棄物処理事業の実態を把握し、国の一般廃棄物行政施策の基礎資料とすることを目的とする。
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Ⅰ 総括的事項

１ 計画処理人口の状況

(1) ごみ計画収集人口 ０１

０１

計 画 収 集 人 口 ０１ 人

自 家 処 理 人 口 ０２ 人

=02表(08,01)
合 計 （ 総 人 口 ） ０３ 人

(2) し尿計画収集人口 ０２

０１ ０２

非 計 画 収 集 人 口 ０１ 人
水
洗 自 家 処 理 人 口 ０２ 人
化

小 計 ０３ 人

公 共 下 水 道 人 口 ０４ 人
水

コミュニティ・プラント人口 ０５ 人
洗

浄 化 槽 人 口 ０６ 人 ※ 人
化

小 計 ０７ 人

=01表(03,01)
合計（総人口） ０８ 人

※浄化槽人口のうち合併処理浄化槽人口
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２ 廃棄物処理事業経費(市町村の歳入・歳出決算額)

(1) 歳入 ０３

ご み し 尿 計

０１ ０２ ０３

国 庫 支 出 金 ０１ 千円 千円 千円

特 都道府県支出金 ０２ 千円 千円 千円

定 地 方 債 ０３ 千円 千円 千円

財 使用料及び手数料 ０４ 千円 千円 千円

源 そ の 他 ０５ 千円 千円 千円

小 計 ０６ 千円 千円 千円

一 般 財 源 ０７ 千円 千円 千円

=04表(17,01) =04表(17,02)
合 計 ０８ 千円 千円 千円

整数で記入すること
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(2) 歳出 ０４

ご み し 尿 計

０１ ０２ ０３

中間処理施設 ０１ 千円 千円 千円
建 工
設 事 最終処分場 ０２ 千円 千円 千円
・ 費
改 そ の 他 ０３ 千円 千円 千円
良
費 調 査 費 ０４ 千円 千円 千円

組 合 分 担 金 ０５ 千円 千円 千円=05表※1 =05表※3

小計 ０６ 千円 千円 千円

人 件 費 ０７ 千円 千円 千円

収集運搬費 ０８ 千円 千円 千円
処 処
理 理 中間処理費 ０９ 千円 千円 千円
及 費
び 最終処分費 １０ 千円 千円 千円
維
持 車 両 等 購 入 費 １１ 千円 千円 千円
管
理 委 託 費 １２ 千円 千円 千円
費

組 合 分 担 金 １３ 千円 千円 千円=05表※2 =05表※4

そ の 他 １４ 千円 千円 千円

小計 １５ 千円 千円 千円

そ の 他 １６ 千円 千円 千円

=03表(08,01) =03表(08,02)１７
合 計 千円 千円 千円

整数で記入すること
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(３) 組合分担金内訳 ０５

ご み し 尿
組合コード 一部事務組合名

建設・改良費 処理及び維持管理費 建設・改良費 処理及び維持管理費

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

０１ 千円 千円 千円 千円

０２ 千円 千円 千円 千円

０３ 千円 千円 千円 千円

０４ 千円 千円 千円 千円

０５ 千円 千円 千円 千円

０６ 千円 千円 千円 千円

０７ 合 計 =05表 千円 =05表 千円 =05表 千円 =05表 千円※1 ※2 ※3 ※4

整数で記入すること
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３ 廃棄物処理事業従事職員 ０６
(事務組合分は除く)

ご み し 尿 計

０１ ０２ ０３

一 事 務 系 ０１ 人 人 人
般
職 技 術 系 ０２ 人 人 人

収 集 運 搬 ０３ 人 人 人
技

中 間 処 理 ０４ 人 人 人
能

最 終 処 分 ０５ 人 人 人
職

そ の 他 ０６ 人 人 人

合 計 ０７ 人 人 人

整数で記入すること

４ 委託・許可件数 ０７
(事務組合分は除く)

収 集 運 搬 中 間 処 理 最 終 処 分 合計

０１ ０２ ０３ ０４

ご 委託(法第6条の2) ０１ 件 件 件 件

み 許可(法第7条) ０２ 件 件 件 件

し 委託(法第6条の2) ０３ 件 件 件 件

尿 許可(法第7条) ０４ 件 件 件 件
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５ 一般廃棄物処理業者等関係

(1) 業者数 ０８

ごみ専業 し尿専業 兼 業 合 計

０１ ０２ ０３ ０４

業 者 数 ０１

整数で記入すること

(2) 従業員数 ０９

ごみ関係 し尿関係 浄化槽関係 合 計

０１ ０２ ０３ ０４

従 業 員 数 ０１ 人 人 人 人

整数で記入すること
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６ 収集運搬機材

(1) ごみ（事務組合を除く） １０

直 営 分 委 託 業 者 分 許 可 業 者 分

台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

車 収 集 車 ０１ 台 t 台 t 台 t

両 運 搬 車 ０２ 台 t 台 t 台 t

運搬船等の船舶 ０３ 隻 t 隻 t 隻 t

合 計 ０４ t t t

整数で記入すること

(2) し尿（事務組合を除く） １１

直 営 分 委 託 業 者 分 許 可 業 者 分

台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

収 バキューム車 ０１ 台 kl 台 kl 台 kl
車
集 そ の 他 ０２ 台 kl 台 kl 台 kl

車 小計 ０３ 台 kl 台 kl 台 kl

運 搬 車 ０４ 台 kl 台 kl 台 kl
両

小計 ０５ 台 kl 台 kl 台 kl

運 搬 船 等 の 船 舶 ０６ 隻 kl 隻 kl 隻 kl

海 洋 投 入 船 ０７ 隻 kl 隻 kl 隻 kl

整数で記入すること
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Ⅱ ごみ処理関係

１ ごみ処理の概要

(1) ごみ分別収集数 １２

０１

ごみの分別数 ０１

(2) ごみの実施形態 １３

混合 可燃 不燃 資源ごみ 粗大
その他

ごみ ごみ ごみ 紙 金属 ガラス その他 ごみﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１

０１実施形態 ①直営 ②委託 ③許可 ④無し
生

回 回 回 回 回 回 回 回 回 回 回①１回 ②２回 ③３回 ④４回
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／収 ０２活 収集回数 ⑤５回 ⑥６回 ⑦７回以上
週 週 月 月 月 月 月 月 月 月 月⑧１回未満 ⑨不定期 ⑩無し

系
集 ０３収集方式 ①ｽﾃｰｼｮﾝ方式 ②各戸収集方式

③併用 ④その他

運 ０４実施形態 ①直営 ②委託 ③許可 ④無し
事

回 回 回 回 回 回 回 回 回 回 回①１回 ②２回 ③３回 ④４回
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／搬 ０５業 収集回数 ⑤５回 ⑥６回 ⑦７回以上
週 週 月 月 月 月 月 月 月 月 月⑧１回未満 ⑨不定期 ⑩無し

系
０６収集方式 ①ｽﾃｰｼｮﾝ方式 ②各戸収集方式

③併用 ④その他

中間処理 ０７実施形態 ①直営 ②委託 ③許可 ④無し

最終処分 ０８実施形態 ①直営 ②委託 ③許可 ④無し
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２ ごみの手数料の状況 １４

混合 可燃 不燃 資源ごみ 粗大
その他

ごみ ごみ ごみ 紙 金属 ガラス その他 ごみﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１

①有料 ②無料 ③一部有料
０１手数料

④収集していない
生活系ごみ

①従量制 ②定額制
０２徴収方法

③多量の場合のみ

①有料 ②無料 ③一部有料
０３手数料

④受け入れていない直接搬入

ごみ
０４徴収方法 ①全て徴収 ②多量の場合のみ

①有料 ②無料 ③一部有料
０５手数料

④収集していない
事業系ごみ

①従量制 ②定額制
０６徴収方法

③多量の場合のみ

①有料 ②無料 ③一部有料
０７手数料

④受け入れていない直接搬入

ごみ
０８徴収方法 ①全て徴収 ②多量の場合のみ

重複選択は不可
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３ ごみ搬入量 １５

(1)ごみ収集量

直 営 委 託 許 可 合 計

０１ ０２ ０３ ０４

混 合 ご み ０１ ｔ ｔ ｔ ｔ

可 燃 ご み ０２ ｔ ｔ ｔ ｔ

不 燃 ご み ０３ ｔ ｔ ｔ ｔ

資 源 ご み ０４ ｔ ｔ ｔ ｔ

そ の 他 ０５ ｔ ｔ ｔ ｔ

粗 大 ご み ０６ ｔ ｔ ｔ ｔ

合 計 ０７ ｔ ｔ ｔ ※1 ｔ

(2)直接搬入量 １６ (3)自家処理量 １７

０１ ０１

直 接 搬 入 ご み ０１ ※2 ｔ 自 家 処 理 量 ０１ ｔ

(4)形態別ごみ搬入量 １８ （参考）

ごみ総排出量： t/年 【「ごみ収集量合計」＋「直接搬入ごみ」＋「自家処理量」】
０１

うち計画収集量： t/年 【ごみ収集量合計】
生 活 系 ご み ０１ ｔ

１人１日当たりのごみ排出量： g/人･日 【ごみ総排出量／総人口／365】
事 業 系 ご み ０２ ｔ

=※1 + ※2合 計 ０３
ｔ
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４ ごみ処理の状況 １９

処理量合計 ごみの直接焼却 直接最終処分 残渣焼却 処理残渣埋立 資源化量

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

①＋② ① ② ④-1焼 却 施 設 ０１
ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

②-1 ④-2粗大ごみ処理施設 ０２
ｔ ｔ ｔ ｔ

焼
②-2 ④-3却 資源化等を行う施設 ０３

以 ｔ ｔ ｔ ｔ
外

②-3 ④-4の 高速堆肥化施設 ０４
中 ｔ ｔ ｔ ｔ
間

②-4 ④-5処 ごみ燃料化施設 ０５
理 ｔ ｔ ｔ ｔ

②-5 ④-6その他の施設 ０６
ｔ ｔ ｔ

③＋④ ④最 終 処 分 ０７ ③

ｔ ｔ ｔ

整数で記入すること

焼却以外の中間処理量＝(19,02,01)＋(19,03,01)＋(19,04,01)＋(19,05,01)＋(19,06,01)

残渣焼却量：②＝②-1＋②-2＋②-3＋②-4＋②-5

処理残渣埋立量：④＝④-1＋④-2＋④-3＋④-4＋④-5＋④-6

（参考）
ごみ総処理量： t/年 【「ごみの直接焼却」＋「焼却以外の中間処理量合計」＋「直接最終処分」＋「直接資源化量合計(20,08,01)」】

減量処理率： ％ 【（「ごみの直接焼却」＋「焼却以外の中間処理量合計」＋「直接資源化量合計」）／「ごみの総処理量」】

直接焼却率： ％ 【「ごみの直接焼却」／「ごみの総処理量」】

直接埋立率： ％ 【「直接最終処分」／「ごみの総処理量」】
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５ 資源化の状況 ２０

施設処理に伴う資源化
直接資源化 集団回収 合 計

焼却施設 粗大ごみ処理 資源化等を 高速堆肥化 ごみ燃料化 その他の施設
施設 行う施設 施設 施設

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ紙 類 ０１

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ金 属 類 ０２

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔガ ラ ス 類 ０３

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔペ ッ ト ボ ト ル ０４

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔプラスチック類 ０５

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ布 類 ０６

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔそ の 他 ０７

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ合 計 ０８

整数で記入すること

（参考）
リサイクル率： ％ 【（「直接資源化量合計」＋「施設処理に伴う資源化量合計」＋「集団回収量合計」）／

（「ごみの総処理量」＋「集団回収量合計」）】
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Ⅲ し尿関係

１ し尿手数料の状況 ２１

０１

くみ取りし尿の手数料 ０１ 重複不可①従量制・回数制 ②定額制(人頭制、世帯制)
③無料 ④くみ取りを実施していない

２ し尿処理の概要

(1) 収集形態別収集量 ２２

し尿 浄化槽汚泥 合計

０１ ０２ ０３

直 営 ０１ kl kl kl

委 託 ０２ kl kl kl

許 可 ０３ kl kl kl

合 計 ０４ kl kl kl

整数で記入すること

(2) 自家処理量 ２３

し尿 浄化槽汚泥 合計

０１ ０２ ０３

自 家 処 理 量 ０１ kl kl kl

整数で記入すること
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３ し尿処理の状況

(1) し尿処理量の内訳 ２４

し 尿 浄 化 槽 汚 泥 合 計

０１ ０２ ０３

し 尿 処 理 施 設 ０１ kl kl kl

下 水 道 投 入 ０２ kl kl kl

海 洋 投 入 ０３ kl kl kl

農 地 還 元 ０４ kl kl kl

そ の 他 ０５ kl kl

合 計 ０６ kl kl kl

(2) 海洋投入処分について ２５

０１

海洋投入処分廃止予定年度 ０１ 平成 年度

し尿処理施設の整備予定 ①有り ②無し ０２

予定年度 ０３ 平成 年度

予定規模 ０４ kl/日
整備予定有りの場合

整備主体 ①市町村 ②組合 ③その他 ④未定 ０５

施設の区分 ①汚泥再生処理センター ②し尿処理施設 ０６

①現有施設の利用（施設改造含む） ②他市町村のし尿処理施設の利用
整備予定無しの場合 海洋投入処分を廃止するための施策 ０７③し尿処理施設（民間）の利用 ④下水道の整備 ⑤下水道投入

⑥その他 ⑦未定（重複可）
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Ⅳ ごみ処理の委託処理状況

２６ごみ処理の委託状況
（事務組合分を除く）

委 託 先
ご み 種 別 処 理 区 分 処理量

市町村又は事務組合名 広域臨海環境整備 民間業者名 所在地
(t／年) センター又は公社等 （都道府県名）

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

重複不可
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定 期

登 録 番 号 厚 1 - 5 - 3 - 2

登録年月日 平成12年1月19日

平成１６年度

一般廃棄物処理事業実態調査処理状況調査票

〔事務組合用〕
この調査は、市町村及び事務組合における廃棄物処理事業の実態を把握し、国の一般廃棄物行政施策の基礎資料とすることを目的とする。

都道府県名 事務組合名 組 合

コード

担 氏 名

当 所属・職名
勤

記 郵 便 番 号 〒 －
務

入 電 話 ( ) － ＦＡＸ ( ) －
先

者 所 在 地
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Ⅰ 総括的事項

１ 事業概要 ６１

０１

ご み ０１ 1.無し 2.収集運搬 3.中間処理 4.最終処分 5.業の許可
6.施設建設の計画･施行 7.資源化 8.残渣処分 9.その他

し 尿 ０２ 1.無し 2.収集運搬 3.中間処理 4.残渣処理 5.業の許可
6.施設建設の計画･施行 7.海洋投入 8.農地還元 9.その他

２ 組合の状況

(1) 構成市町村数 ６２

０１

構成市町村の総数 ０１
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(2) 構成市町村名 ６３

市町村コード 市 町 村 名 市町村コード 市 町 村 名 市町村コード 市 町 村 名

０１ ０２ ０１ ０２ ０１ ０２

０１ １１ ２１

０２ １２ ２２

０３ １３ ２３

０４ １４ ２４

０５ １５ ２５

０６ １６ ２６

０７ １７ ２７

０８ １８ ２８

０９ １９ ２９

１０ ２０ ３０
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３ 廃棄物処理事業経費

(1) 歳入 ６４

ご み し 尿 計

０１ ０２ ０３

国 庫 支 出 金 ０１ 千円 千円 千円

都道府県支出金 ０２ 千円 千円 千円
特
地 方 債 ０３ 千円 千円 千円

定
使用料及び手数料 ０４ 千円 千円 千円

財
市 町 村 分 担 金 ０５ ※1 千円 ※2 千円 千円

源
そ の 他 ０６ 千円 千円 千円

小 計 ０７ 千円 千円 千円

一 般 財 源 ０８ 千円 千円 千円

=66表(15,01) =66表(15,02)
合 計 ０９ 千円 千円 千円

整数で記入すること
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(2) 市町村分担金内訳 ６５

市区町村 市区町村
市区町村名 ご み し 尿 市区町村名 ご み し 尿

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ

０１ ０２ ０３ ０４ ０１ ０２ ０３ ０４

０１ 千円 千円 １６ 千円 千円

０２ 千円 千円 １７ 千円 千円

０３ 千円 千円 １８ 千円 千円

０４ 千円 千円 １９ 千円 千円

０５ 千円 千円 ２０ 千円 千円

０６ 千円 千円 ２１ 千円 千円

０７ 千円 千円 ２２ 千円 千円

０８ 千円 千円 ２３ 千円 千円

０９ 千円 千円 ２４ 千円 千円

１０ 千円 千円 ２５ 千円 千円

１１ 千円 千円 ２６ 千円 千円

１２ 千円 千円 ２７ 千円 千円

１３ 千円 千円 ２８ 千円 千円

１４ 千円 千円 ２９ 千円 千円

１５ 千円 千円 ３０ 千円 千円

３１ 合 計 =※1 千円 =※2 千円

整数で記入すること
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(3) 歳出 ６６

ごみ し尿 計

０１ ０２ ０３

中間処理施設 ０１ 千円 千円 千円
建 工
設 事 最終処分場 ０２ 千円 千円 千円
・ 費
改 そ の 他 ０３ 千円 千円 千円
良
費 調 査 費 ０４ 千円 千円 千円

小計 ０５ 千円 千円 千円

人 件 費 ０６ 千円 千円 千円

収集運搬費 ０７ 千円 千円 千円
処 処
理 理 中間処理費 ０８ 千円 千円 千円
及 費
び 最終処分費 ０９ 千円 千円 千円
維
持 車 両 等購 入 費 １０ 千円 千円 千円
管
理 委 託 費 １１ 千円 千円 千円
費
そ の 他 １２ 千円 千円 千円

小計 １３ 千円 千円 千円

そ の 他 １４ 千円 千円 千円

=64表(09,01) =64表(09,02)
合 計 １５ 千円 千円 千円

整数で記入すること
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４ 廃棄物処理事業従事職員 ６７
（事務組合分）

ご み し 尿 計

０１ ０２ ０３

一 事 務 系 ０１ 人 人 人
般
職 技 術 系 ０２ 人 人 人

収 集 運 搬 ０３ 人 人 人
技
中 間 処 理 ０４ 人 人 人

能
最 終 処 分 ０５ 人 人 人

職
そ の 他 ０６ 人 人 人

合 計 ０７ 人 人 人

整数で記入すること

５ 委託・許可件数 ６８
（事務組合分）

収 集 運 搬 中 間 処 理 最 終 処 分 合計

０１ ０２ ０３ ０４

ご 委託(法第6条の2) ０１ 件 件 件 件

み 許可(法第7条) ０２ 件 件 件 件

し 委託(法第6条の2) ０３ 件 件 件 件

尿 許可(法第7条) ０４ 件 件 件 件



- 8 -

６ ごみ収集運搬機材 ６９
（事務組合分）

直 営 分 委 託 業 者 分 許 可 業 者 分

台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

車 収 集 車 ０１ 台 t 台 t 台 t

両 運 搬 車 ０２ 台 t 台 t 台 t

運 搬 船 等 の 船 舶 ０３ 隻 t 隻 t 隻 t

合 計 ０４ t t t

整数で記入すること

７ し尿収集運搬機材 ７０
（事務組合分）

直 営 分 委 託 業 者 分 許 可 業 者 分

台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量 台数または隻数 積載量

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

収 バキューム車 ０１ 台 kl 台 kl 台 kl
車
集 そ の 他 ０２ 台 kl 台 kl 台 kl

車 計 ０３ 台 kl 台 kl 台 kl

運 搬 車 ０４ 台 kl 台 kl 台 kl
両

計 ０５ 台 kl 台 kl 台 kl

運 搬 船 等 の 船 舶 ０６ 隻 kl 隻 kl 隻 kl

海 洋 投 入 船 ０７ 隻 kl 隻 kl 隻 kl

整数で記入すること
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Ⅱ ごみ処理の委託処理状況

７１ごみ処理の委託状況
（市町村分を除く）

委 託 先
ご み 種 別 処 理 区 分 処理量

市町村又は事務組合名 広域臨海環境整備 民間業者名 所在地
(t／年) センター又は公社等 （都道府県名）

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

混合 可燃 不燃 資源 焼却 飼料･堆肥 埋立
その他 粗大 焼却残渣 資源化 その他

重複不可



所属・職名

郵 便 番 号

電 話 ＦＡＸ

所 在 地

設置主体名

　〒　　　　　－

この調査は、市町村及び事務組合における廃棄物処理事業の実態を把握し、国の一般廃棄物処理行政施策の基礎資料とすることを目的とする。

担
当
記
入
者

勤
務
先

都道府県名

氏　　　　名

地方公共団体
コ　ー　ド

（　　　　　）　　　　－ （　　　　）　　　　－

定          期

平成１６年度
一般廃棄物処理事業実態調査施設整備状況調査票

〔都道府県・市町村・事務組合用〕

登録年月日

登録番号 厚１－５－３－３

平成12年1月19日



焼却施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称
都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体 地方公共団体名：

コ  ー  ド

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

焼却対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ □ 処理残渣

施設の種類 □ 焼却 □ 直接溶融 □ ガス化溶融・改質 処理能力 ｔ／日

処理方式 □ ストーカ式(可動) □ 流動床式 □ シャフト式 炉数 炉

□ 回転式 □ 固定床式 □ その他

使用開始年度

炉型式 □ 全連続運転 □ 准連続運転 □ バッチ運転 （西暦） 年度

余熱利用の状況 □ 場内温水 □ 場内蒸気 □ 発電（場内利用） 【発電の場合】

□ 場外温水 □ 場外蒸気 □ 発電（場外利用） （発電能力 　　　　　　　　　 ｋW)

□ その他 □ 無し （発電効率 　　　　　　　　　 ％）

（総発電量 　　　　　　　　　 MWｈ）

灰処理設備 【焼却灰】 □ セメント固化 □ 薬剤処理 □ 溶融処理 □ その他 □ 無し

の有無 【飛　灰】 □ セメント固化 □ 薬剤処理 □ 溶融処理 □ その他 □ 無し

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②資源回収量とは主に焼却灰から回収された金属， 骨材等
で利用されたスラグの量のことをいうが、焼却施設内にご
みの選別施設等が設置されている場合は、それによる回収
量も計上すること。

③処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。なお、
処理残渣とは粗大ごみ処理施設等中間処理施設で処理され
た破砕ごみや中間処理により発生する可燃性の残渣等のこ
とをいう。

④施設の種類、処理方式、炉型式が異なる炉がある場合は
別の施設とすること。

⑤余熱利用の状況は該当する全てを選択すること。

⑥発電能力、総発電量は余熱利用状況で[発電(場内利用)]
又は[発電(場外供給)]を選択した場合に記入すること。

⑦発電効率は標準ごみ質における仕様値、公称値等を記入
すること。

⑧総発電量は当該年度における発電量の合計量を記入する
こと。



高速堆肥化施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

堆肥製造量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ 家庭生ごみ □ 汚泥 □ その他

処理能力 ｔ／日

使用開始年度
（西暦）

年度

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②高速堆肥化施設とは竪型多段式、横型箱式等原料の移
送・攪拌が機械化された堆肥化施設をいう。



粗大ごみ処理施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ

処理方式 □ 破砕 □ 圧縮 □ 併用 処理能力 ｔ／日

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②粗大ごみ処理施設とは、粗大ごみを対象に破砕、圧縮等
の処理及び有価物の選別を行う施設のことをいう。

③処理実績について、粗大ごみ処理施設内に資源ごみの選
別施設等が設置されている場合はそれによる回収量も計上
すること。

④処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。

⑤処理方式の区分は以下によること。
　　１－破砕　　原則として家具等の可燃性粗大ごみを
　　　　　　　　破砕することにより、焼却施設で容易に
　　　　　　　　焼却し得るように処理する施設のことを
　　　　　　　　いう。
　　２－圧縮　　不燃性粗大ごみを破砕・圧縮する施設
　　　　　　　　のことをいう。
　　３－併用　　可燃性及び不燃性の粗大ごみを破砕
　　　　　　　　（粉砕）する施設のことをいう。



資源化等を行う施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ

処理内容 □ 選別 □ 圧縮・梱包 処理能力 ｔ／日

□ 堆肥化・飼料化 □ その他

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②資源化等を行う施設とは、不燃ごみの選別施設、圧縮・
梱包施設等の施設（前処理を行うための処理施設や、最終
処分場の敷地内に併設されている施設を含む）で粗大ごみ
処理施設、ごみ燃料化施設、保管施設以外の施設のことを
いう。

③処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。



ごみ燃料化施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

燃料製造量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ □ 処理残渣

燃料供給先の
確保状況

□ 発電用 □ 燃料用 □ その他 処理能力 ｔ／日

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。なお、
処理残渣とは粗大ごみ処理施設等中間処理施設で処理され
た破砕ごみや中間処理により発生する可燃性の残渣等のこ
とをいう。

③燃料供給先確保状況は定常的な供給先を選択すること。



その他の施設[ごみの中間処理施設（都道府県・市町村・事務組合用）]

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ

処理内容 □ 破砕 □ 圧縮・梱包 処理能力 ｔ／日

□ その他

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②その他の施設（ごみの中間処理施設）とは、粗大ごみ処
理施設、高速堆肥化施設又はごみ燃料化施設以外の施設で
あって、資源化を目的とせず埋立処分のための破砕、減容
化等を行う施設をいう。

③処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。



保管施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称      ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間保管量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

保管対象物 □ 紙類 □ 金属類 □ ガラス類 保管分類数 　　　　　　　　　種類

□ ペットボトル □ プラスチック □ その他

面　　　積 屋内 　　　　　　　　　　ｍ２

屋外 　　　　　　　　　　ｍ２

使用開始年度
（西暦）

年度

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①本票の保管施設とは、容器包装リサイクル法施行規則第
２条の規定に基づくものであり、資源ごみとして回収され
た紙・プラスチック類、資源化施設等から選別された金属
類等を、資源化を目的として一時的に保管する施設であ
る。
　市町村・一部事務組合が所有する施設について記入する
こと。

②面積は、敷地面積でなく、保管を行う上で有効な部分の
面積について記入すること。



最終処分場（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称     ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

埋立容量
（覆土を含む） ｍ３／年度

産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

残余容量 ｍ３ ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

埋立場所 □ 山間 □ 平地 □ 水面（海面を除く） □ 海面

処理対象廃棄物 □ 混合ごみ □ 可燃ごみ □ 不燃ごみ □ 資源ごみ □ その他

□ 直接搬入ごみ □ 粗大ごみ □ 破砕ごみ、中間処理残渣 □ 焼却残渣

浸出水処理
施設の有無

□ 有り □ 無し
埋立開始年度

（西暦）
年度

しゃ水工の有無 □ 有り □ 無し 埋立地面積 ｍ２

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託 全体容積 ｍ３

処分場の現状 □ 埋立前 □ 埋立中 □ 埋立終了
埋立終了年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②埋立終了届出を行った施設についても、廃止していない
施設であれば必ず記入すること。

③処理対象廃棄物は該当する全てを選択すること。

④施設の建設中等で未供用の場合は埋立開始年には埋立開
始予定年度を、現在供用中（休止中を含む）の場合は埋立
終了年には埋立終了予定年度を記入すること。



し尿処理施設（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称     ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

し尿 ｋｌ／年度

浄化槽汚泥 ｋｌ／年度

有機性廃棄物 ｔ／年度

その他 ｋｌ／年度

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理対象廃棄物 □ し尿 □ 浄化槽汚泥 □ 有機性廃棄物 □ その他

処理方法
（汚水処理）

□ 嫌気 □ 好気 □ 好希釈 □ 好一段 □ 好ニ段

□ 標脱 □ 湿式酸化 □ 高負荷 □ 膜分離 □ 焼却

□ 下水投入 □ 浄化槽専用 □ 一次処理 □ その他

（汚泥処理） □ 脱水 □ 乾燥 □ 焼却 処理能力 ｋｌ／日

(資源化処理） □ メタン発酵 □ 堆肥化 □ その他 資源化能力 ｔ／日

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①処理対象廃棄物（処理実績を含む）の「有機性廃棄物」
とは、家庭生ごみ、家畜・ペットふん尿、飲食店の残飯、
魚屋のあら等をいう。また、「その他」とは、他のし尿処
理施設から発生した汚泥等のことをいう。但し、コミュニ
ティプラントから発生する汚泥については浄化槽汚泥とす
ること。

②処理方式のうち汚水処理の区分は以下によること。
　　１）嫌  気：嫌気性消化・活性汚泥処理方式
　　２）好　気：好気性消化・活性汚泥処理方式
　　３）好希釈：好気性処理のうち希釈ばっ気・活性汚泥
　　　　　　　　処理方式
　　４）好一段：好気性処理のうち一段活性汚泥処理方式
　　５）好二段：好気性処理のうち二段活性汚泥処理方式
　　６）標　脱：標準脱窒素処理方式（旧低二段）
　　７）湿式酸化：湿式酸化・活性汚泥処理方式
　　８）高負荷：高負荷脱窒素処理方式
　　９）膜分離：膜分離処理方式
　１０）焼　却：焼却処理方式
　１１）下水投入：下水投入方式
　１２）浄化槽専用：浄化槽汚泥専用処理方式
　１３）一次処理：一次処理後に下水道に放流
　１４）その他：上記に該当しない処理方式

年間処理量



コミュニティプラント（都道府県・市町村・事務組合用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

地方公共団体
コ  ー  ド：

地方公共団体名：

施 設 名 称     ：

（２）処理実績 【記入上の注意】

汚水処理量 ｍ
３
／年度

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理方法 □ 接触ばっ気 □ 回転板接触 □ 回分式活性汚泥 □ 長時間ばっ気

□ 標準活性汚泥 □ 生物学的脱窒素 □ 膜分離 □ その他

運転管理の体制 □ 直営 □ 委託 □ 一部委託 計画最大汚水量 ｍ
３
／日

料金徴収の有無 □ 有り □ 無し
使用開始年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①コミュニティプラントとは、廃棄物処理法第６条第１項
により定められた「市町村の定める一般廃棄物処理計画」
に従い、市町村が設置したし尿処理施設で、し尿と生活雑
排水と併せて処理する施設のことをいう。

②処理方式の区分は以下によること。
　　１）接触ばっ気　　：接触ばっ気処理方式
　　２）回転板接触　　：回転板接触処理方式
　　３）回分式活性汚泥：回分式活性汚泥処理方式
　　４）長時間ばっ気　：長時間ばっ気処理方式
　　５）標準活性汚泥　：標準活性汚泥処理方式
　　６）生物学的脱窒素：生物学的脱窒素処理方式
　　７）膜分離　　　　：膜分離処理方式
　　８）その他　　　　：上記に該当しない処理方式処理
方式
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焼却施設（民間施設用）

（１）施設名称
都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

施設の種類 □ 焼却 □ 直接溶融 □ ガス化溶融・改質 処理能力 ｔ／日

処理方式 □ ストーカ式(可動) □ 流動床式 □ シャフト式 炉数 炉

□ 回転式 □ 固定床式 □ その他

使用開始年度

炉型式 □ 全連続運転 □ 准連続運転 □ バッチ運転 （西暦） 年度

余熱利用の状況 □ 場内温水 □ 場内蒸気 □ 発電（場内利用） 【発電の場合】

□ 場外温水 □ 場外蒸気 □ 発電（場外利用） （発電能力 　　　　　　　　　 ｋW)

□ その他 □ 無し （発電効率 　　　　　　　　　 ％）

（総発電量 　　　　　　　　　 MWｈ）

灰処理設備 【焼却灰】 □ セメント固化 □ 薬剤処理 □ 溶融処理 □ その他 □ 無し

の有無 【飛　灰】 □ セメント固化 □ 薬剤処理 □ 溶融処理 □ その他 □ 無し

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②資源回収量とは主に焼却灰から回収された金属， 骨材等
で利用されたスラグの量のことをいうが、焼却施設内にご
みの選別施設等が設置されている場合は、それによる回収
量も計上すること。

③施設の種類、処理方式、炉型式が異なる炉がある場合は
別の施設とすること。

④余熱利用の状況は該当する全てを選択すること。

⑤発電能力、総発電量は余熱利用状況で[発電(場内利用)]
又は[発電(場外供給)]を選択した場合に記入すること。

⑥発電効率は標準ごみ質における仕様値、公称値等を記入
すること。

⑦総発電量は当該年度における発電量の合計量を記入する
こと。



高速堆肥化施設（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

堆肥製造量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理能力 ｔ／日

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②高速堆肥化施設とは竪型多段式、横型箱式等原料の移
送・攪拌が機械化された堆肥化施設をいう。



粗大ごみ処理施設（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理方式 □ 破砕 □ 圧縮 □ 併用 処理能力 ｔ／日

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②粗大ごみ処理施設とは、粗大ごみを対象に破砕、圧縮等
の処理及び有価物の選別を行う施設のことをいう。

③処理実績について、粗大ごみ処理施設内に資源ごみの選
別施設等が設置されている場合はそれによる回収量も計上
すること。

④処理方式の区分は以下によること。
　　１－破砕　　原則として家具等の可燃性粗大ごみを
　　　　　　　　破砕することにより、焼却施設で容易に
　　　　　　　　焼却し得るように処理する施設のことを
　　　　　　　　いう。
　　２－圧縮　　不燃性粗大ごみを破砕・圧縮する施設
　　　　　　　　のことをいう。
　　３－併用　　可燃性及び不燃性の粗大ごみを破砕
　　　　　　　　（粉砕）する施設のことをいう。



資源化等を行う施設（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

資源回収量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理内容 □ 選別 □ 圧縮・梱包 処理能力 ｔ／日

□ 堆肥化・飼料化 □ その他

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②資源化等を行う施設とは、不燃ごみの選別施設、圧縮・
梱包施設等の施設（前処理を行うための処理施設や、最終
処分場の敷地内に併設されている施設を含む）で粗大ごみ
処理施設、ごみ燃料化施設、保管施設以外の施設のことを
いう。



ごみ燃料化施設（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

燃料製造量 ｔ／年度 ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

燃料供給先の
確保状況

□ 発電用 □ 燃料用 □ その他 処理能力 ｔ／日

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②燃料供給先確保状況は定常的な供給先を選択すること。



その他の施設[ごみの中間処理施設（民間施設用）]

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

年間処理量 ｔ／年度
産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理内容 □ 破砕 □ 圧縮・梱包 処理能力 ｔ／日

□ その他

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量(産業廃棄物を
搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②その他の施設（ごみの中間処理施設）とは、粗大ごみ処
理施設、高速堆肥化施設又はごみ燃料化施設以外の施設で
あって、資源化を目的とせず埋立処分のための破砕、減容
化等を行う施設をいう。



最終処分場（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

埋立容量
（覆土を含む） ｍ３／年度

産業廃棄物の
搬入の有無

□ 有り □ 無し

残余容量 ｍ３ ↓(有りの場合)

一般廃棄物の割合 ％

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

埋立場所 □ 山間 □ 平地 □ 水面（海面を除く） □ 海面

浸出水処理
施設の有無

□ 有り □ 無し
埋立開始年度

（西暦）
年度

しゃ水工の有無 □ 有り □ 無し 埋立地面積 ｍ
２

全体容積 ｍ
３

処分場の現状 □ 埋立前 □ 埋立中 □ 埋立終了
埋立終了年度

（西暦）
年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

①年間処理量欄には当該施設で処理した全量（産業廃棄物
を搬入している場合はその量を含む)を記入すること。

②埋立終了届出を行った施設についても、廃止していない
施設であれば必ず記入すること。

③施設の建設中等で未供用の場合は埋立開始年には埋立開
始予定年度を、現在供用中（休止中を含む）の場合は埋立
終了年には埋立終了予定年度を記入すること。



し尿処理施設（民間施設用）

（１）施設名称

都道府県コード： 都道府県名：

施設の設置者または管理者：

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 代表者：

施 設 名 称      ：

施設設置場所：

（２）処理実績 【記入上の注意】

し尿 ｋｌ／年度

浄化槽汚泥 ｋｌ／年度

有機性廃棄物 ｔ／年度

その他 ｋｌ／年度

（３）施設概要（平成１６年度末現在）

処理方法
（汚水処理）

□ 嫌気 □ 好気 □ 好希釈 □ 好一段 □ 好ニ段

□ 標脱 □ 湿式酸化 □ 高負荷 □ 膜分離 □ 焼却

□ 下水投入 □ 浄化槽専用 □ 一次処理 □ その他

（汚泥処理） □ 脱水 □ 乾燥 □ 焼却 処理能力 ｋｌ／日

(資源化処理） □ メタン発酵 □ 堆肥化 □ その他 資源化能力 ｔ／日

使用開始年度
（西暦）

年度

施設の改廃 □ 新設 □ 能力変更 □ 休止 □ 廃止 □ 移管

年間処理量

処理方式のうち汚水処理の区分は以下によること。
　　１）嫌   気：嫌気性消化・活性汚泥処理方式
　　２）好　 気：好気性消化・活性汚泥処理方式
　　３）好希釈：好気性処理のうち希釈ばっ気・活性汚泥
　　　　　　　　処理方式
　　４）好一段：好気性処理のうち一段活性汚泥処理方式
　　５）好二段：好気性処理のうち二段活性汚泥処理方式
　　６）標　 脱：標準脱窒素処理方式（旧低二段）
　　７）湿式酸化：湿式酸化・活性汚泥処理方式
　　８）高負荷：高負荷脱窒素処理方式
　　９）膜分離：膜分離処理方式
　１０）焼　却：焼却処理方式
　１１）下水投入：下水投入方式
　１２）浄化槽専用：浄化槽汚泥専用処理方式
　１３）一次処理：一次処理後に下水道に放流
　１４）その他：上記に該当しない処理方式
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